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ホットなつぶやき 

最新の活動情報をブログで配信中。 

５．議会外の視察・研究報告 

  県政相談窓口 ♥お気軽にどうぞ！ 

 地域の課題、道路・河川等の整備等についてのご相談窓

口です。ご相談いただいた内容については、必要に応じ関

係機関と調整しますが、内容に応じてお時間がかかること

もありますので、ご容赦下さい。 

  発行者：静岡県議会議員 鈴木すみよし事務所 

  「県政相談窓口」および「らしんばん」連絡先 

静岡県富士市比奈1418番地の2〒417-0847 

☎ 0545-34-0683 FAX.0545-38-0070 
メールアドレス himena@tokai.or.jp 

ホームページ http://sumiyoshi.info/ 

ブログ http://blog.goo.ne.jp/sumiyoshi1956/ 

SDGｓなど、持続可能な社会

を目指す中、子ども達に環境

教育を教える機会が重要視さ

れている。誰が教えるのか。 

 ６．地域の課題と進捗状況（各地の要望等から）

 本県議会は2月定例会で「再審法の改正」に向けた意

見書書全会一致で採択し、国に提出しました。 

 えん罪は、国家による最大の人権侵害の一つです。え

ん罪被害者の人権救済は、人権国家を標榜する我が国に

とってはもちろんのこと、地域住民の人権を守る義務を

有する地方自治体にとっても重要な課題です。 

 しかし、えん罪被害者を救済するための再審手続に関

する法律上の規定は、わずか19の条文しかなく、再審手

続をどのように行うかは、裁判所の広範な裁量に委ねら

れていることから、再審請求手続の審理の適正さが制度

的に担保されず、公平性も損なわれています。 

 また、過去の多くのえん罪事件では、警察や検察庁と

いった捜査機関の手元にある証拠が再審段階で明らかに

なり、えん罪被害者を救済するための大きな原動力と

なっていますが、現状では捜査機関の手元にある証拠を

開示させる仕組みについて、現行法に明文化された規定

がなく、再審請求手続において証拠開示がなされる制度

的保障はありません。そのため、裁判官や検察官の対応

いかんで、証拠開示の範囲に大きな差が生じているのが

実情であり、これを是正するためには、証拠開示のルー

ルを定めた法律の制定が不可欠です。 

 さらに、再審開始決定がなされても、検察官がこれに

不服申立てを行う事例が相次いでおり、えん罪被害者の

速やかな救済が妨げられています。再審開始決定は、あ

くまでも裁判をやり直すことを決定するにとどまり、有

罪・無罪の判断は再審公判において行うため、検察官に

も有罪立証をする機会が与えられています。したがって

再審開始決定がなされたのであれば、速やかに再審公判

に移行すべきであって、再審開始決定という、言わば中

間的な判断に対して検察官の不服申立てを認めるべきで

はありません。本県議会として、国に対しえん罪被害者

を早期に救済するため、法改正を求めました。 

◆2月議会で決定した国へ提出される意見書 

① 刑事訴訟法の再審規定（再審法）の改正を求める

② 緊急事態に関する国会審議を求める 

③ 行政代執行費用の事前徴収の制度化を求める 

④ 若者世代・子育て世代への経済的支援の強化を求める 

⑤

◆知事に対する決議書 
  県外で発生した大規模災害時の対応に関する決議 

 

 昨年5月19日の臨時議会で副議長に選出され、6月、9

月、12月、2月の定例会にてその職責を果たしてきました。 

 県民の皆様から定例会に職務が集中していると思われが

ちですが、県議会議員は定例会期間中以外もかなり活動時

間があります。活動内容をうまく発信していないことがその原

因の一つです。加えて正副議長は公務に忙殺され、曜日の

観念がなくなることも経験しました。その分、充実しています。 

４．2月定例会で「再審法改正」意見書採択 

富士川かりがね橋の開通に

より、交通渋滞解消や地域の

活性化、防災対策の推進に

期待。開通後の課題も注視。 

地元消防団や水防団、自営

消防団など、住民の安全安心

を守る防災関係者の団員の

減少と高齢化が深刻。 

4月1日から始まる「物流の働

き方改革」は、私たちの生活

においても「物が届きにくい」

状況が懸念。解決方法は。 

茨城県にある世界最先端の

量子科学技術研究開発施設 

を視察。次世代フュージョンエ

ネルギー（核融合） を学ぶ。 

南海トラフ大地震の被害想定

区域にある県議会正副議長

が高知県に集まり、研修と意

見交換。 

コンパクトシティの実現に向け

た交通ネットワークを進めて

いる、栃木県宇都宮市「芳賀・

宇都宮ＬＲＴ事業」を視察。  

本県が次年度から始める聴

覚障害児療育について、先行

する横浜市総合リハビリテー

ションセンターを視察。 

 

1 最新の活動情報をブログで配信中。 

 １．県議会2月定例会開催（概要説明）  

   【会期 2月20日～3月18日まで】 

議会事務局員一同を前

に、年頭のあいさつ。就任

から7ヶ月、定例会の度に

課題が生じ苦労をかけた。 

元旦に発生した能登半島地震から3ヶ月が経過し
ました。多くの犠牲と甚大な被害が発生し、本県か
らも発生時から多くの救援体制を敷き、今も復旧復
興に向け支援が続いています。 

 
しかし、この地震発生直後の知事の対応に厳しい

非難が寄せられ、2月定例会でも知事に対し決議が
採択されました。 

 
発端となったのは、1月4日に開催された「中部9

県1市災害時応援協定にかかる連絡会議」に知事が
欠席したことです。この会議は、能登地震の発災直
後、最大の被災地となった石川県も加入しているこ
とから、限られた時間の中で緊急性を要する中、今
後の支援策について石川県知事の貴重な意見を聞く
機会でした。この連絡会議において、本県知事だけ
が欠席し、代理として本県危機管理監が出席しまし
たが、静岡県だけが発言の機会を与えていただけな
かったようです。また、会議前には、石川県知事に
度々電話をかけるなど、被災地の知事に対する配慮
が欠けていることを指摘しています。 
今回は被災県を支援する立場でしたが、本県は

元々、南海トラフ大地震などを想定し、地震や津波
だけでなく他の自然
災害において、これ
までも他県からの支
援を受けてきたこと
や、今後も受ける側
の立場であり、この
度の能登地震を自分
事として捉え、率先
して支援する必要が
あります。 
 今回の知事行動等
については、知事の
危機管理への優先順

位、ならびに本県の危機管理対応の認識に対して、
多くの県民から疑念の声が上がっていました。知事
の危機管理対応は、本県の危機管理を預かるトップ
の判断として極めて不適切です。 

 
2月定例会の主な議案は令和6年度当初予算審議で

す。「イノベーション事業」が主力で、本県の未来
を力強く切り開いていく「未来・創造」の4事業
と、県民が「安全・安心」に暮らしていただくため
の4事業に大別しています。 
「未来・創造」関連は、①次世代エアモビリティ

の導入。②デジタルクリエイターの育成。③ブルー
エコノミーＥＸＰＯ（仮称）の開催等。④スポーツ
医科学を活用した競技力の向上があります。 
「安全・安心」は、①バーチャルスクールによる

学びの機会の確保。②使用済み紙おむつの再資源化
のモデル構築。③道路メンテナンスのＤＸ。④聴覚
障害児療育モデルの構築を進めていきます。 

ハイライト P1 

1．県議会2月定例会開催（概要説明） P1 

2．常任委員会（厚生委員会）の論戦から P2 

P2～3 

4．2月定例会で「再審法改正」意見書採択 P4 

5．視察・研究報告、国へ提出される意見書 P4 

6．地域の課題と進捗状況、ホットなつぶやき P4 

今年度は、県議会厚生委員会に所属し、副議長に就任 

目 
 

次 

本会議では。知事に対し各会派議

員から厳しい質問が突きつけられ

る。議事進行役として適切に答弁し

ているか厳格にチェック。 

富士川かりがね橋開通式

にて県議会を代表しテープ

カット。計画から30年でよう

やく完成。感無量。 

元女子バレー日本代表の

大林素子さんは、浜松に

拠点を置く「ブレス浜松」の

Gマネージャーに就任。 

大阪で開催された「関西ふ

じのくに交流会」にて、今後

交流が始まるインドの経済

界代表と親交を深めた。 

静岡県立工科短期大学校

の卒業式にて県議会を代表

し祝辞を述べた。 

「県議会だより」写真コンテ

スト入賞者と。地元富士市

中里の消防出初式が冬季

最優秀作品に選ばれた。 
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 ２． 常任委員会（厚生委員会） 

      の論戦から（質問項目概要） 

1．在宅医療提供体制の整備の推進 

 積極的医療機関は、自ら24時間対応体制の在

宅医療を提供、他医療機関の支援、医療、介

護、障害福祉の現場での多職種連携の支援を想

定しているが、在宅医療で積極的な役割を担う

医療機関等に対する支援について。また、既に

在宅医療に取り組む身近な診療所はどのような

扱いになるか。 

 

2．こども未来戦略に呼応した少子化対策の取組 

 施設入所児童等の意見表明等を支援する、こ

どもの権利擁護環境整備事業の目的と期待され

る効果について。また意見聴取の方法とその際

に子どもに配慮すべき課題について。 

 

3．聴覚障害児の療育体制の構築 

 聴覚障害児への切れ目のない支援体制を構築

するため、県立総合病院と連携し、聴覚障害児

支援の先進国オーストラリアの効果的な療育手

法を取り入れた全国のモデルとなる療育体制を

構築するが、この事業で取り組む療育と、既に

ろう特別支援学校で取り組む教育との両立は。 

 

4．障害のある人への就労支援施策 

 事業所の生産性向上を支援するための共同生

産体制の構築と、農福連携による工賃向上支援

事業のうち、施設外就労等のマッチング支援で

あるワンストップ窓口の運営についてそれぞれ

の事業内容は。 

 

5．医師確保対策 

①専任医師による修学研修資金利用者等への医   

 師キャリア形成支援事業は、配置調整等を行 

 う医師数が現行5人から1人増え6人体制に拡 

 充される。この事業の内容と増員による医師 

 少数区域にとって期待される効果は。 

②医師確保と偏在解消に向けた今後の取組。 

③4月から始まる医師の働き方改革は、病院勤務 

 医の場合、派遣元の大学病院なども人材確保 

 が困難になることにより「引き上げ」や「派 

 遣中止」などが予想され、医師不足に拍車が 

 かかるといわれている。長時間労働医療機関 

 への医師派遣等を行う医療機関等への支援の 

 期待される効果は。また、医師少数区域への 

 影響は。 

 

6．歯科保健対策の推進 

① 歯科医療従事者バンクの開設   

 を立ち上げる背景とその期待される効果。 

②在宅歯科医療における「在宅医療提供体制整 

 備」支援が必要ではないか。 

 

３
．
所
属
会
派
の
要
望
に
基
づ
く

 

 
1
兆

3
,1

6
0
億
円
 

 

3 最新の活動情報をブログで配信中。 



 

2
 

 
２
．
 常

任
委

員
会

（
厚

生
委

員
会

）
 

 
 

 
 

 
 

の
論

戦
か

ら
（
質

問
項

目
概

要
）
 

1
．
在
宅
医
療
提
供
体
制
の
整
備
の
推
進

 

 
積

極
的

医
療

機
関

は
、
自

ら
2
4
時

間
対

応
体

制
の

在

宅
医

療
を

提
供
、
他

医
療

機
関

の
支

援
、
医

療
、
介

護
、
障

害
福

祉
の

現
場

で
の

多
職

種
連

携
の

支
援

を
想

定
し

て
い

る
が
、
在

宅
医

療
で

積
極

的
な

役
割

を
担

う

医
療

機
関

等
に

対
す

る
支

援
に

つ
い

て
。
ま

た
、
既

に

在
宅

医
療

に
取

り
組

む
身

近
な

診
療

所
は

ど
の

よ
う

な

扱
い
に
な
る
か
。

 

 2
．
こ
ど
も
未
来
戦
略
に
呼
応
し
た
少
子
化
対
策
の
取
組

 

 
施

設
入

所
児

童
等

の
意

見
表

明
等

を
支

援
す

る
、
こ

ど
も

の
権

利
擁

護
環

境
整

備
事

業
の

目
的

と
期

待
さ

れ

る
効

果
に

つ
い

て
。
ま

た
意

見
聴

取
の

方
法

と
そ

の
際

に
子
ど
も
に
配
慮
す
べ
き
課
題
に
つ
い
て
。

 

 3
．
聴
覚
障
害
児
の
療
育
体
制
の
構
築

 

 
聴

覚
障

害
児

へ
の

切
れ

目
の

な
い

支
援

体
制

を
構

築

す
る

た
め
、
県

立
総

合
病

院
と

連
携

し
、
聴

覚
障

害
児

支
援

の
先

進
国

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
の

効
果

的
な

療
育

手

法
を

取
り

入
れ

た
全

国
の

モ
デ

ル
と

な
る

療
育

体
制

を

構
築

す
る

が
、
こ

の
事

業
で

取
り

組
む

療
育

と
、
既

に

ろ
う
特
別
支
援
学
校
で
取
り
組
む
教
育
と
の
両
立
は
。

 

 4
．
障
害
の
あ
る
人
へ
の
就
労
支
援
施
策

 

 
事

業
所

の
生

産
性

向
上

を
支

援
す

る
た

め
の

共
同

生

産
体

制
の

構
築

と
、
農

福
連

携
に

よ
る

工
賃

向
上

支
援

事
業

の
う

ち
、
施

設
外

就
労

等
の

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援
で

あ
る

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

窓
口

の
運

営
に

つ
い

て
そ

れ
ぞ

れ

の
事
業
内
容
は
。

 

 5
．
医
師
確
保
対
策

 

①
専

任
医

師
に

よ
る

修
学

研
修

資
金

利
用

者
等

へ
の

医
 

 
 

 
師

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

事
業

は
、

配
置

調
整

等
を

行
 

 
う

医
師

数
が

現
行

5
人

か
ら

1
人

増
え

6
人

体
制

に
拡

 

 
充

さ
れ

る
。

こ
の

事
業

の
内

容
と

増
員

に
よ

る
医

師
 

 
少
数
区
域
に
と
っ
て
期
待
さ
れ
る
効
果
は
。

 

②
医

師
確

保
と

偏
在

解
消

に
向

け
た

今
後

の
取

組
。

 

③
4
月
か
ら
始
ま
る
医
師
の
働
き
方
改
革
は
、
病
院
勤
務

 

 
医

の
場

合
、

派
遣

元
の

大
学

病
院

な
ど

も
人

材
確

保
 

 
が

困
難

に
な

る
こ

と
に

よ
り

「
引

き
上

げ
」

や
「

派
 

 
遣

中
止

」
な

ど
が

予
想

さ
れ

、
医

師
不

足
に

拍
車

が
 

 
か

か
る

と
い

わ
れ

て
い

る
。

長
時

間
労

働
医

療
機

関
 

 
へ

の
医

師
派

遣
等

を
行

う
医

療
機

関
等

へ
の

支
援

の
 

 
期

待
さ

れ
る

効
果

は
。

ま
た

、
医

師
少

数
区

域
へ

の
 

 
影
響
は
。

 

 6
．
歯
科
保
健
対
策
の
推
進

 

①
歯
科
医
療
従
事
者
バ
ン
ク
の
開
設

 
 

 
を
立
ち
上
げ
る
背
景
と
そ
の
期
待
さ
れ
る
効
果
。

 

②
在
宅
歯
科
医
療
に
お
け
る
「
在
宅
医
療
提
供
体
制
整

 

 
備
」
支
援
が
必
要
で
は
な
い
か
。

 

 

３．所属会派の要望に基づく 

 1兆3,160億円 

 

3
 

最
新

の
活

動
情

報
を

ブ
ロ

グ
で

配
信

中
。

 



 

4 

ホットなつぶやき 

最新の活動情報をブログで配信中。 

５．議会外の視察・研究報告 

  県政相談窓口 ♥お気軽にどうぞ！ 

 地域の課題、道路・河川等の整備等についてのご相談窓

口です。ご相談いただいた内容については、必要に応じ関

係機関と調整しますが、内容に応じてお時間がかかること

もありますので、ご容赦下さい。 

  発行者：静岡県議会議員 鈴木すみよし事務所 

  「県政相談窓口」および「らしんばん」連絡先 

静岡県富士市比奈1418番地の2〒417-0847 

☎ 0545-34-0683 FAX.0545-38-0070 
メールアドレス himena@tokai.or.jp 

ホームページ http://sumiyoshi.info/ 

ブログ http://blog.goo.ne.jp/sumiyoshi1956/ 

SDGｓなど、持続可能な社会

を目指す中、子ども達に環境

教育を教える機会が重要視さ

れている。誰が教えるのか。 

 ６．地域の課題と進捗状況（各地の要望等から）

 本県議会は2月定例会で「再審法の改正」に向けた意

見書書全会一致で採択し、国に提出しました。 

 えん罪は、国家による最大の人権侵害の一つです。え

ん罪被害者の人権救済は、人権国家を標榜する我が国に

とってはもちろんのこと、地域住民の人権を守る義務を

有する地方自治体にとっても重要な課題です。 

 しかし、えん罪被害者を救済するための再審手続に関

する法律上の規定は、わずか19の条文しかなく、再審手

続をどのように行うかは、裁判所の広範な裁量に委ねら

れていることから、再審請求手続の審理の適正さが制度

的に担保されず、公平性も損なわれています。 

 また、過去の多くのえん罪事件では、警察や検察庁と

いった捜査機関の手元にある証拠が再審段階で明らかに

なり、えん罪被害者を救済するための大きな原動力と

なっていますが、現状では捜査機関の手元にある証拠を

開示させる仕組みについて、現行法に明文化された規定

がなく、再審請求手続において証拠開示がなされる制度

的保障はありません。そのため、裁判官や検察官の対応

いかんで、証拠開示の範囲に大きな差が生じているのが

実情であり、これを是正するためには、証拠開示のルー

ルを定めた法律の制定が不可欠です。 

 さらに、再審開始決定がなされても、検察官がこれに

不服申立てを行う事例が相次いでおり、えん罪被害者の

速やかな救済が妨げられています。再審開始決定は、あ

くまでも裁判をやり直すことを決定するにとどまり、有

罪・無罪の判断は再審公判において行うため、検察官に

も有罪立証をする機会が与えられています。したがって

再審開始決定がなされたのであれば、速やかに再審公判

に移行すべきであって、再審開始決定という、言わば中

間的な判断に対して検察官の不服申立てを認めるべきで

はありません。本県議会として、国に対しえん罪被害者

を早期に救済するため、法改正を求めました。 

◆2月議会で決定した国へ提出される意見書 

① 刑事訴訟法の再審規定（再審法）の改正を求める

② 緊急事態に関する国会審議を求める 

③ 行政代執行費用の事前徴収の制度化を求める 

④ 若者世代・子育て世代への経済的支援の強化を求める 

⑤

◆知事に対する決議書 
  県外で発生した大規模災害時の対応に関する決議 

 

 昨年5月19日の臨時議会で副議長に選出され、6月、9

月、12月、2月の定例会にてその職責を果たしてきました。 

 県民の皆様から定例会に職務が集中していると思われが

ちですが、県議会議員は定例会期間中以外もかなり活動時

間があります。活動内容をうまく発信していないことがその原

因の一つです。加えて正副議長は公務に忙殺され、曜日の

観念がなくなることも経験しました。その分、充実しています。 

４．2月定例会で「再審法改正」意見書採択 

富士川かりがね橋の開通に

より、交通渋滞解消や地域の

活性化、防災対策の推進に

期待。開通後の課題も注視。 

地元消防団や水防団、自営

消防団など、住民の安全安心

を守る防災関係者の団員の

減少と高齢化が深刻。 

4月1日から始まる「物流の働

き方改革」は、私たちの生活

においても「物が届きにくい」

状況が懸念。解決方法は。 

茨城県にある世界最先端の

量子科学技術研究開発施設 

を視察。次世代フュージョンエ

ネルギー（核融合） を学ぶ。 

南海トラフ大地震の被害想定

区域にある県議会正副議長

が高知県に集まり、研修と意

見交換。 

コンパクトシティの実現に向け

た交通ネットワークを進めて

いる、栃木県宇都宮市「芳賀・

宇都宮ＬＲＴ事業」を視察。  

本県が次年度から始める聴

覚障害児療育について、先行

する横浜市総合リハビリテー

ションセンターを視察。 

 

1 最新の活動情報をブログで配信中。 

 １．県議会2月定例会開催（概要説明）  

   【会期 2月20日～3月18日まで】 

議会事務局員一同を前

に、年頭のあいさつ。就任

から7ヶ月、定例会の度に

課題が生じ苦労をかけた。 

元旦に発生した能登半島地震から3ヶ月が経過し
ました。多くの犠牲と甚大な被害が発生し、本県か
らも発生時から多くの救援体制を敷き、今も復旧復
興に向け支援が続いています。 

 
しかし、この地震発生直後の知事の対応に厳しい

非難が寄せられ、2月定例会でも知事に対し決議が
採択されました。 

 
発端となったのは、1月4日に開催された「中部9

県1市災害時応援協定にかかる連絡会議」に知事が
欠席したことです。この会議は、能登地震の発災直
後、最大の被災地となった石川県も加入しているこ
とから、限られた時間の中で緊急性を要する中、今
後の支援策について石川県知事の貴重な意見を聞く
機会でした。この連絡会議において、本県知事だけ
が欠席し、代理として本県危機管理監が出席しまし
たが、静岡県だけが発言の機会を与えていただけな
かったようです。また、会議前には、石川県知事に
度々電話をかけるなど、被災地の知事に対する配慮
が欠けていることを指摘しています。 
今回は被災県を支援する立場でしたが、本県は

元々、南海トラフ大地震などを想定し、地震や津波
だけでなく他の自然
災害において、これ
までも他県からの支
援を受けてきたこと
や、今後も受ける側
の立場であり、この
度の能登地震を自分
事として捉え、率先
して支援する必要が
あります。 
 今回の知事行動等
については、知事の
危機管理への優先順

位、ならびに本県の危機管理対応の認識に対して、
多くの県民から疑念の声が上がっていました。知事
の危機管理対応は、本県の危機管理を預かるトップ
の判断として極めて不適切です。 

 
2月定例会の主な議案は令和6年度当初予算審議で

す。「イノベーション事業」が主力で、本県の未来
を力強く切り開いていく「未来・創造」の4事業
と、県民が「安全・安心」に暮らしていただくため
の4事業に大別しています。 
「未来・創造」関連は、①次世代エアモビリティ

の導入。②デジタルクリエイターの育成。③ブルー
エコノミーＥＸＰＯ（仮称）の開催等。④スポーツ
医科学を活用した競技力の向上があります。 
「安全・安心」は、①バーチャルスクールによる

学びの機会の確保。②使用済み紙おむつの再資源化
のモデル構築。③道路メンテナンスのＤＸ。④聴覚
障害児療育モデルの構築を進めていきます。 
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今年度は、県議会厚生委員会に所属し、副議長に就任 
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本会議では。知事に対し各会派議

員から厳しい質問が突きつけられ

る。議事進行役として適切に答弁し

ているか厳格にチェック。 

富士川かりがね橋開通式

にて県議会を代表しテープ

カット。計画から30年でよう

やく完成。感無量。 

元女子バレー日本代表の

大林素子さんは、浜松に

拠点を置く「ブレス浜松」の

Gマネージャーに就任。 

大阪で開催された「関西ふ

じのくに交流会」にて、今後

交流が始まるインドの経済

界代表と親交を深めた。 

静岡県立工科短期大学校

の卒業式にて県議会を代表

し祝辞を述べた。 

「県議会だより」写真コンテ

スト入賞者と。地元富士市

中里の消防出初式が冬季

最優秀作品に選ばれた。 
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